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 [4] 比較検証 

（2）通産省案と文化庁案(25) 

 「レーヒ・スミス米国特許法」におけるグレースピリオド制と先使用の拡大【10】 

  そして、273 条にはそれ以外のいくつかの先使用の抗弁が規定されている。 

（c）薬事審査など安全性や有効性を確認する販売前行政審査のために商業的販売や使用を

すること、また、非営利研究機関や大学、病院などの非営利団体による公衆を対象とした

商業的な使用は、商業的使用であっても、侵害の抗弁を有する。これは、日本に比べて短

いものの、薬品の開発において薬事審査に時間を要することや、商品の安全性を監視する

政府や NG０などの活動を支える目的があるものとも考えられる。また、米国司法省による

積極的な要請があったと言われている。 
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